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第 1 部第 2 回 人権 差別禁止 

 
予習課題 
 
１ 【資料 1】札幌地判 2002 年 11 月 11 日 判時 1806 号 84 頁 
   ・どのような国際人権法規範がどのように用いられているか 
   ・憲法の私人間適用をめぐる議論との異同は 
 
２ 【資料 2(1)】東京高判 1998 年 9 月 29 日 訟月 45 巻 7 号 1355 頁 
  【資料 2(2)】最 1 小判 2001 年 4 月 5 日 訟月 49 巻 5 号 1490 頁 
  【資料 3】自由権規約人権委員会 Gueye v. France (No. 196/1985)、1989 年 4 月 6

日 UN Doc. CCPR/C/35/D/196/1985 
   ・両者の異同は 
   ・将来、類似事案が自由権規約人権委員会に個人通報手続により申し立てられた

場合、日本政府はどのような反論が可能か。 


